様式第４号(用紙　日本工業規格Ａ４縦型)

訓　練　実　施　機　関　の　概　要

１　提案訓練を実施する事業所の概要　　　　　　　　　　　　（令和４年10月１日現在）
	機関名
	
	事業所の別

	
	
	

	所在地等
	〒

TEL         (    )
FAX         (    )

	代表者職・氏名
	

	従　業　員　数

	
	事務部門
	教育部門
	就職部門
	合　　計

	
	常　勤
	              人
	              人
	              人
	              人

	
	非常勤
	              人
	              人
	              人
	              人

	
	その他
	              人
	              人
	              人
	              人

	「民間教育訓練機関における職業訓練サービスガイドライン研修」の受講者数（※受講証明書の有効期限が、企画提案参加申請書提出期限を含む者に限る
）
	　　　　　　人

	ISO29993(公式教育外の学習サービス－サービス要求事項)及びISO21001（教育機関－教育機関に対するマネジメントシステム－要求事項及び利用の手引）の取得の有無

（※　取得年月を記載）

	有　　　　無

（※　令和　　年　　月）

	「公的職業訓練に関する職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定」の取得の有無

（※　取得予定がある場合は取得予定年月を記載）
	有　　　　無

（※　令和　　年　　月）

	設立年月日
	                年       月       日

	訓練（講習、研修）開始年月日
	                年       月       日

	定　　員　　数（全学科定員数）
	　　　　　　人

	生　徒　総　数（全学科在籍者数）
	　　　　　　人


· 事業所の別には、本社、支店、営業所等を記入してください。

· 従業員数は、複数部門を兼務する職員については、主となる部門に記入してください。

· 適合事業所認定の取得の有無については、どちらかに○を記入してください。
２ 法令等に基づく資格

営業に関し、許認可等を必要とする方のみ、その資格の名称、取得年月日、番号等を記入してください。（営業の内容が許認可を必要としない場合には不要です。） 

	資格の名称
	取得年月日
	番号等

	
	Ｓ･Ｈ･Ｒ　　年　　月　　日
	

	
	Ｓ･Ｈ･Ｒ　　年　　月　　日
	

	
	Ｓ･Ｈ･Ｒ　　年　　月　　日
	


· 提案訓練に係るものを対象とする。

· 資格等の記載事項について確認のできる許認可証等の写しを添付してください。

３ 個人情報等の保護対策

個人情報の保護対策として、取扱規程の整備状況及び従業員に対する監査状況を記入してください。
	項　　目
	実施
	具　体　的　内　容

	個人情報の取扱規程等の整備
	有
	無
	

	監査、検査の実施
	有
	無
	

	その他（上記以外の場合について、具体的に記入してください。）




４ 訓練受講者の就職率等

平成31年４月１日～令和４年９月30日の間に提案訓練を実施する事業所が実施（契約）した、１回の期間が２か月以上１年未満の公的職業訓練（公共職業訓練、求職者支援訓練）、研修・講座の実績について記載してください。ただし、離職者訓練においては、就職支援を実施しているものに限ります。
対象は、提案訓練を実施する事業所分とし、訓練期間中の訓練科及び訓練終了後３か月が経過しておらず、就職率が確定していない訓練科についても記入対象とし、把握している状況を記入してください。

①公共職業訓練（静岡県委託訓練）　

	番号
	訓　練　科　名
	期間

(月数)
	会場

(市町)
	受講者
	中退

就職
	修了者
	就職者
	就職率

	
	提案
	年度
	（訓練の内容）
	
	
	
	
	
	
	

	１
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


上記就職者のうち、訓練を活かした分野に就職した者の人数及び主な就職先

	番号
	就職者数
	就　職　先

	１
	
	

	２
	
	

	３
	
	


　番号は上記表と対応させてください。

②求職者支援訓練　

	番号
	訓　練　科　名
	期間

(月数)
	会場

(市町)
	受講者
	中退

就職
	修了者
	就職者
	就職率

	
	提案
	年度
	（訓練の内容）
	
	
	
	
	
	
	

	１
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


上記就職者のうち、訓練を活かした分野に就職した者の人数及び主な就職先

	番号
	就職者数
	就　職　先

	１
	
	

	２
	
	

	３
	
	


　番号は上記表と対応させてください。

③その他の研修、講座等

	番号
	訓　練　科　名
	期間

(月数)
	会場

(市町)
	受講者
	中退

就職
	修了者
	就職者
	就職率

	
	提案
	年度
	（訓練の内容）
	
	
	
	
	
	
	

	１
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


上記就職者のうち、訓練を活かした分野に就職した者の人数及び主な就職先

	番号
	就職者数
	就　職　先

	１
	
	

	２
	
	

	３
	
	


　番号は上記表と対応させてください。
· 訓練が多数の場合は、複数枚に記載するか別紙記載とし、別紙記載の際は、その旨を表に記載すること。

· 就職者、就職率については訓練終了後３か月時点での実績で記入してください。
· 就職率を把握していない研修・講座については、就職者の欄に「不明」と記入してください。

· 就職者及び就職率の定義は、当該事業を実施したときの定めに従ってください。
· 就職者とは、訓練終了後３か月以内に就職（中退就職含む）又は内定した者のうち、一週間の所定労働時間が20時間以上であり、且つ「雇用期間の定め無し」又は「４か月以上」の雇用期間により雇い入れられた者及び自営を開始した者をいいます。
· 就職率＝（中退就職者＋修了者のうち就職者）／（中退就職者＋修了者）
· 提出時点において、訓練期間中である訓練科については、記入できるところを記入し、就職率欄に「訓練期間中」と記入してください。
· 提出時点において訓練は終了しているが終了後３か月が経過していない場合は、記入できるところを記入し、就職率欄に「未確定」と記入してください。

□専修・各種学校　□認定訓練校　□大学・短大


□民間企業　□ＮＰＯ　□事業主団体　□その他








公告と統一


追加





